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はじめに

　世界的な医学教育専門家養成の流れを受けて，
日本医学教育学会では学会認定医学教育専門家制
度を2014年からスタートさせ，既に130名以上の
認定医学教育専門家が生まれている．本稿ではこ
の制度の創設までの経緯と，制度の概要について
概説したいと思う．

1．医学教育専門家養成制度のあゆみ

　医学教育の専門家養成の世界的な動きは，1972
年 にWHOが医療関係職種教育において，
Teacher�Training�を進める方針を打ち出したこ
とに始まるといわれている．同年，コペンハーゲ
ン開かれた第 4回 世 界医学 教育学会で，
“Teaching�the�Teacher�to�Teach”と銘打ったワ
ークショップが開催された．オーストラリアのシ
ドニーにできたWHOのRegional�Teacher�Training�
Center（RTTC）において1973年 6月に開催された
“Workshop�for�Deans�and�Educational�Leaders”に
は日本から牛場大蔵氏，館正知氏，日野原重明氏
の 3名が参加した．これをきっかけとして，1974
年12月に，「第 1回医学教育者のためのワークシ
ョップ」が富士教育研修所（静岡県裾野市）にお
いて開催され，以後「富士研」と称されることに
なった．
　RTTCでのワークショップの日本の医学教育者
に対するインパクトはたいへん大きく，1973年か
ら76年までの 4年間の11回のワークショップにト
ータルで日本から24名もの教員・指導医が参加す
ることとなった．さらに医学教育者のためのワー

クショップ（富士研）開催後，参加者によってこ
の研修方式が各方面に広まり，厚生労働省の臨床
研修指導医養成講習会やプログラム責任者講習
会，薬学教育における実務実習認定指導薬剤師ワ
ークショップ，各大学での教員FD（ファカルテ
ィディベロップメント）にも広まっていくことに
なった．
　一方，国際的な医学教育養成のスタンダードは
専門職業人大学院マスターコースにおける専門家
養成である．Tekian�A.らの調査によると，1996
年次には 7校（北米 3校，欧州 3校，豪州 1校）
しかなかった医学教育学のマスターコースが2012
年にはアジアの13校を含む76校になっており，
2016年には全世界で128校のマスターコースが設
置されるようになってきている．
　このような世界の動きを踏まえ，日本医学教育
学会では，第15期（2007年）に「マスターコース
検討委員会」を発足し，コース設置に関する検討
を開始した．まず，全国の医学・医療機関のリー
ダー，医学教育学会会員など計1,881名を対象に
医学教育専門家に関するアンケートを実施．医学
教育専門家育成において目標とする能力とそのレ
ベルを調査し，その結果を「医学・医療教育学の
専門家養成に関するニーズ調査」として雑誌「医
学教育」第40巻第 4号（2009年）に報告した．こ
の調査によると医学教育の専門家を求めるニーズ
は高いものの，マスターコースレベルの専門家は
わが国においては，まだ，時期尚早で，学会認定
資格レベルの方が，ニーズが高いというような結
果であった．
　この調査の結果を受ける形で，2009年には「医
学教育学会医学教育専門家育成検討委員会」を発
足させた．委員会では医師の教育能力に関する世
界的な議論のレビュー，前記の調査結果などをも
とに“認定医学教育専門家”として備えるべき能
力の制定，専門家育成のために必要なコースワー
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クの枠組み，認定評価方法の検討を行い，設定し
た．さらに具体的な制度設立に向けて2011年には
パイロットでのコースワークを開始し，2012年に
は認定のためのポートフォリオ作成と評価のトラ
イアルも実施した．そしてそれらをまとめて，
2012年に「専門家制度創設への提言」を雑誌「医
学教育」第43巻第 3号（2012年）に報告した．
　さらにこの提言をもとに2014年に制度の概要と
制度発足に向けた実施要項案を「医学教育」第45
巻第 2号（2014年）に掲載し，学会員からのパブ
リックコメントを募集したうえで，7月の学会総
会において制度発足を正式に決議し，第 1期のコ
ースワークを同年の11月から開始した．また，既
に医学教育専門家に相応しい実績のある10年以上
の会員歴の会員に対しては，コースワークの受講
なしで認定申請用ポートフォリオの提出のみで認
定専門家資格を取得できる暫定認定資格制度も
2017年までの時限で実施し2015年には第 1回の暫
定認定資格制度による認定を行った．

2．医学教育専門家制度の概要

　2008年に実施したアンケート調査，2009年～
2010年に行われた調査から医学教育専門家のコン
ピーテンシー（資質・能力）として以下の三つが
挙げられた（図）．�

①　教育担当領域における専門能力

②　�教育の実践能力：特に「教育と学習」「評価」
「カリキュラム立案と分析」の 3領域を中心
として明確な目標設定，適切な準備，適切な
方法の選択，意義のある成果の達成，自らの
教育実践を振り返りなどができること．

③　�教育的資質（学習者への敬意・教育への情
熱）

　また，認定専門家資格として目標とするレベル
は，医学教育者のためのワークショップや臨床研
修指導医講習会修了者と大学院マスターコースと
の間とし，世界的な研究の成果や教育理論を把握
したうえで，それに基づいての教育実践を自施設
などで展開したり，同僚にアドバイスできるよう
なレベルとした．
　これらの能力を習得するために，「教授法と学
習 法（Teaching�&�Learning）」「 学 習 者 評 価�
（Assessment）」「カリキュラム開発（Curriculum�
Development）」の三つのコースワークを設定し
た．

⑴	コースワーク
　各コースは 2日間（16時間程度）で行われ，各
テーマにおける重要なトピックを事前学習し，2
日間の中で講義やグループ討論を行いながら学ぶ
方式である．受講者は学んだことをもとに各自の
教育実践を改善する教育計画を立案し，レポート

図　医学教育専門家のアウトカム
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を作成する．コースの修了認定はレポートをもっ
て行われる．コースごとの講師やスタッフは認定
専門家取得者が担当となり，医学教育専門家・業
績・FD委員会や拡大ワーキンググループの委
員，各テーマでの専門的知識と経験のある学会員
などで指導に当たっている．各コースは年に 1回
ずつ開催され，最短で 1年，最長で 3年間で履修
すればよいということになっている．各コースで
学ぶ内容の簡単な概要は「医学教育」第44巻第 2
号（2013年）から第45巻第 2号（2014年）までに
連載されている．

⑵	医学教育専門家認定の要件
　認定医学教育専門家の認定を受けるには，各コ
ース受講を修了後に，各自の施設での教育実践を
行い，その成果を振り返る「教育実践の振り返り
レポート（教授法と学習法，学習者評価，カリキ
ュラム開発，あるいはその他の 4領域の中から 3
領域を選択）」を作成し，さらに加えて「学術活
動の成果（学会発表や論文など）」「教育履歴（教
育経験に関する業績リストとキャリアヒストリ
ー）」とからなる認定申請用ポートフォリオを作
成し，提出する必要がある．ポートフォリオは複
数の評価者で評価され，基準に到達していると判
定されれば，面接が行われ，認定審査会にて認定
の可否が決定される．コース修了から認定申請ま
では最大 3年の猶予がある．
　認定医学教育専門家のアウトカムのうち，「①

教育担当領域における専門能力」については，実
際に教員や指導者という教育担当の立場にいるこ
とで担保されるとして，「②教育の実践能力」に
ついては三つの「教育実践振り返りレポート」と
「学術活動の成果（学会発表や論文など）」におい
て評価し，「③教育的資質」については「教育履
歴（教育経験に関する業績リストとキャリアヒス
トリー）」において評価しようというものである．
　さらに面接試験において提出された申請用ポー
トフォリオの真正性と人物像について再確認した
うえで専門家資格認定へと至るといった道筋にな
っている．

⑶	認定資格の更新の要件
　認定医学教育専門家資格の認定期間について
は，新規申請の場合のみは認定開始から 6年間，
以後の更新の場合は更新開始から 5年間とし，い
ずれも，審査年の翌年の 1月 1日からの認定資格
を更新とする．
　認定資格更新の審査に合格するためには以下の
A～Fの要件をクリアしている必要がある．

A.�前回の認定から更新の申請までの間，本学会
の正会員であり，かつこの間の会費を完納してい
ること
B.�初回認定の場合は 6年間，その後は更新後 5
年間で 1回以上，日本医学教育学会大会に参加し
ていること

教育活動 点　数 内　容

①　�日本医学教育学会委員会
主催のワークショップや
指定シンポジウムの聴講

1点／回

日本医学教育学会の委員会主催のあらかじめ認定されたも
ので日本医学教育学会大会期間以外に開催されるもの．
受講証（入室時に受講票を配布し，退室時に引き換えに受
講証を渡す）の写しを提出する．

②　�日本医学教育学会大会発表
筆頭 3点
共同演者 1点

抄録の写しを提出する．

③　医学教育関連論文
　　（査読あり）

筆頭著者 5点
共著者 2点

論文の写しを提出する．

④　講習会*の講師
3点/回
（上限 3点）

*更新用講習会（上記のC），臨床研修指導医養成WS，プロ
グラム責任者講習会，JATECなど医学教育関連の講習会．
：感謝状，プログラム，招聘状の写しを提出する．
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C.�初回認定の場合は 6 年間，その後は更新後 5
年間で 1 回以上，資格更新のための講習会を受講
していること
D.�過去 5 年間の医学教育における教育実績がわ
かる教育履歴と学術活動の成果を提出し審査に合
格すること
E.�過去 5 年間の医学教育における教育実践の振
り返りレポート（医学教育に関連した教育実践で
あれば，領域は問わない） 1 通を提出し審査に合
格すること
F.�前回の認定から更新の申請までの間に，前頁
の表の教育活動で計 5 点を獲得していること

最後に

　現在進行中のJACMEによる医学教育の分野別
評価においても，基準となるWFMEグローバル
スタンダードのなかに医学教育専門家に対するア
クセスや配置が求められている．
　具体的には「6.5�教育の専門的立場」の基本的
水準として，医科大学・医学部は，（B�6.5.1）必
要な時に教育専門家へアクセスできなければなら
ない，（B�6.5.2）カリキュラム開発，（B�6.5.3）指
導・評価方法の開発の両事項について教育専門家
の利用に関する方針を策定し履行しなければなら
ないとなっているし，質的向上のための水準では
さらにレベルアップして，医科大学・医学部は，

（Q�6.5.1）教職員の教育能力向上において学内外
の教育専門家が実際に活用されていること示すべ
きである，（Q�6.5.2）教育専門家の教育評価や医
学教育分野の研究における最新の知見に注意を払
うべきである，（Q�6.5.3）教職員は教育的な研究
を遂行すべきであるとされている．
　また，イギリスでは医学校の教員になるため

に，医学教育学のマスターコースの一部の受講が
求められるようになっているなど，グローバルレ
ベルの医学教育を展開していくうえでわが国にお
いても医学教育専門家へのニーズはますます高く
なってきていると言えよう．そういう意味でも学
会認定医学教育専門家制度により，より多くの医
学教育専門家が認定され，質の高い医学教育が卒
前卒後に実践されていくことが期待されているの
である．
　具体的な制度に関する情報や日程などの詳細に
ついては，日本医学教育学会HP（http://jsme.
umin.ac.jp/CMES/）で適宜情報を更新してアナ
ウンスしているので，まずはHPを参照して頂き
たい．
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